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Ⅰ アンケート結果                

１ 事業者アンケート 

（１）アンケート調査実施概要 

①基準日 

令和７年１月１日現在 

②調査方法 

郵送回収及びオンライン回収 

③調査実施期間 

令和7年1月10日～令和7年2月28日 

④アンケート対象及び送付数 

市内事業査５，６３８件 

⑤有効回答数 

１，０７６件（有効回答率：１９.１％） 
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（２）アンケート結果 

 

Ａ．貴事業所の概要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問１ 貴事業所（店舗）の事業概要についてお尋ねします。【○はそれぞれ１つ】 

上尾地区

42.8%

平方地区

7.3%

原市地区

11.4%

大石地区

18.1%

上平地区

11.0%

大谷地区

8.2%

無回答

1.2%

所在地

(n=1,076)

法人

51.8%
個人

47.1%

無回答

1.1%

経営形態

(n=1,076)

本店

80.7%

支店

5.9%

無回答

13.5%

本店・支店

(n=1,076)

5年未満

3.1%

5～10年未満

13.4%

10～20年未満

21.5%

20～30年未満

16.8%

30～50年未満

28.2%

50年以上

15.4%

無回答

1.7%

業歴

(n=1,076)

上尾地区が42.8％と最も多く、大石地区

（18.1％）、原市地区（11.4％）と続いて

いる。 

法人が51.8％、個人が47.1％となってい

る。 

 

本店（80.7％）が約8割を占め、支店

（5.9％）は1割未満となっている。 

 

30年～50年未満28.2％と最も多く、10～

20年未満（21.5％）、20～30年未満（16.8％）

と続いている。 
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2011年～2020年が21.3％と最も多く、2001年～2010年（17.3％）、1991～2000年（16.2％）

と続いている。2001年以降で4割超（40.６％）を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設業が17.4％と最も多く、サービス業（他に分類されないもの）（16.3％）、卸売業、小売

業（13.5％）と続いている。 

製造業、小売業、飲食サービス業のそれぞれの内訳は、次の通りとなっている。 

  

0.1 

1.7 

0.0 

17.4 

9.5 

2.1 

1.7 

2.5 

13.5 

0.9 

10.8 

4.0 

5.0 

3.3 

2.3 

6.7 

0.6 

16.3 

0 10 20 30

林業

農業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

(％)
業種

(n=1,076)

0.3 

0.3 

0.4 

0.2 

0.4 

0.9 

2.0 

7.3 

9.8 

12.2 

16.2 

17.3 

21.3 

2.0 

9.6 

0 10 20

～1900年

1901～1910年

1911～1920年

1921～1930年

1931～1940年

1941～1950年

1951～1960年

1961～1970年

1971～1980年

1981～1990年

1991～2000年

2001～2010年

2011～2020年

2021年～

無回答

(％)

創業年

(n=1,076)
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金属製品製造業が20.6％と最も多く、食料品製造業（11.8％）、印刷・同関連産業（6.9％）、

輸送機械器具製造（6.9％）と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.8 

0.0 

2.9 

5.9 

2.0 

2.0 

2.0 

6.9 

0.0 

1.0 

3.9 

2.9 

2.0 

1.0 

3.9 

20.6 

4.9 

2.0 

2.0 

6.9 

4.9 

7.8 

2.9 

0 10 20 30

食料品製造業

飲料・たばこ・飼料製造業

繊維工業（衣服等を除く）

衣服・その他の繊維製品製造業

木造・木製品製造業（家具を除く）

家具・装備品製造業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連産業

石油製品・石炭製品製造業

化学工業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

一般機械器具製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他

無回答

(％)
製造業

(n=102)

自動車・自転車が14.3％と最も多く、一

般食料品（13.3％）、総合商品（6.7％）、薬・

化粧品（6.7％）と続いている。 

 

スナック・バー・酒場が18.0％と最も多

く、食堂レストラン（14.0％）、ファスト

フード（14.0％）と続いている。 

 

6.7 

3.8 

13.3 

5.7 

4.8 

4.8 

5.7 

6.7 

14.3 

34.3 

0 10 20 30 40

総合商品

生鮮食料品

一般食料品

衣料品

身の回り品

日用雑貨品

家具・家庭用機械器具

薬・化粧品

自動車・自転車

その他

(％)小売業

(n=145)

14.0 

2.0 

14.0 

2.0 

6.0 

10.0 

6.0 

18.0 

10.0 

18.0 

0 10 20 30

食堂・レストラン

ファストフード

和食

洋食

中華

そば・うどん・ラーメン

喫茶

スナック・バー・酒場

専門料理

その他

(％)飲食サービス業

(n=54)
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自己所有（会社名義）が61.5％と最も多く、

自己所有（個人名義）（26.6％）、借地（役員ま

たは家族）（6.1％）と続いている。自己所有が

9割弱（88.1％）となっている。 

○その他の回答 

 親会社所有、家族所有、賃貸・テナント 

 

 

 

 

 

1,000万円以上5,000万円未満が28.3％と最

も多く、500万円未満（27.7％）、1億円以上10

億円未満（15.1％）と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

70歳以上が31.1％と最も多く、60歳代

（26.9％）、50歳代（26.1％）と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自己所有

(会社名義)

61.5%自己所有

(個人名義)

26.6%

借地（役員ま

たは家族）

6.1%

借地（他人）

5.3%

その他

0.4%
無回答

0.1%

事業所の所有状況

(n=1,076)

500万円未満

27.7%

500万円以上

1,000万円未満

14.2%

1,000万円以上

5,000万円未満

28.3%

5,000万円以上

1億円未満

8.6%

1億円以上

10億円未満

15.1%

10億円以上

2.7%

無回答

3.3%

直前期の売上高

(n=1,076)

30歳未満

0.3%

30歳代

2.0%
40歳代

12.8%

50歳代

26.1%

60歳代

26.9%

70歳以上

31.1%

無回答

0.8%

代表者の年齢

(n=1,076)
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1～5人（73.9％）が7割強を占めており、次いで6～20人（15.0％）、21～50人（4.6％）と続

いている。 

また、居住地の割合は、上尾市内（77.9％が）8割弱を占め、市外（22.1％）2割強となって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

73.9 

15.0 

4.6 

2.0 

1.0 

0.3 

0.1 

0.0 

0.1 

3.1 

0 20 40 60 80

1～5人

6～20人

21～50人

51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人

1,001～2,000人

2,001人以上

無回答

(％)
従業員数

(n=1,076)

上尾市内

77.9%

市外

22.1%

従業員の居住地の割合

(n=975)

問２ 貴事業所（店舗）の商品やサービスを取引する相手方の所在地（販売先等が個人の

場合は商圏）についてお答えください。（当てはまるものすべてに○） 

市内

20.0%

県内（隣接市）

26.7%県内（隣接市以外）

13.8%

首都圏内

17.8%

国内

12.6%

海外

2.9%

無回答

6.3%

仕入先

(n=1,076)

市内

27.6%

県内（隣接市）

22.5%県内（隣接市以外）

13.6%

首都圏内

15.7%

国内

12.0%

海外

1.7%

無回答

7.0%

販売先（サービス提供先）

(n=1,076)

県内（隣接市）が26.7％と最も多く、市

内（20.0％）、首都圏内（17.8％）と続い

ている。埼玉県内で約6割（59.7％）を占

めている。 

 

市内が27.6％と最も多く、県内（隣接市）

（22.5％）、首都圏内（15.7％）と続いて

いる。埼玉県内で約6割強（63.7％）を占

めている。 
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問３ 貴事業所（店舗）の業況（現状と先行き）について、該当するものをお選びくださ

い。 

14.9

9.4

40.7

45.3

44.5

45.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点(n=1043)

先行き(n=1021)

売上高

増加 不変 減少

11.4

8.1

38.4

43.1

50.2

48.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点(n=1036)

先行き(n=1015)

経常利益

増加 不変 減少

8.4

5.9

52.1

51.7

39.5

42.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点(n=1048)

先行き(n=1029)

業況

良い 普通 悪い

1.7

1.2

68.3

66.0

30.0

32.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点(n=1009)

先行き(n=987)

設備投資

過剰 適正 不足

2.0

1.4

69.6

65.4

28.4

33.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点(n=992)

先行き(n=981)

雇用人員

過剰 適正 不足

5.9

4.5

62.7

58.4

31.4

37.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現時点(n=1031)

先行き(n=1011)

資金繰り

楽である 普通 苦しい

現時点（2025年1月）は、「 良い」が8.4％、

 悪い」が39.5％と、その差（ 良い」-「 悪

い」）は、▲31.1㌽となった。 

先行き（2026年）は、 良い」が5.9％、 悪

い」が42.4％と、その差は、▲36.5㌽となり、

現時点に比べ5.4㌽悪化する見通し。 
 

現時点は、 増加」が11.4％、 減少」が

50.2％と、その差（ 増加」-「 減少」）は、▲

38.8㌽となった。 

先行きは、 増加」が8.1％、 減少」が48.9％

と、その差は、▲40.8㌽となり、現時点に比

べ2.0㌽悪化する見通し。 
 

現時点は、「 過剰」が2.0％、 不足」が28.4％

と、その差（ 過剰」-「 不足」）は、▲26.4㌽

となった。 

先行きは、 過剰」が1.4％、 不足」が33.1％

と、その差は、▲31.7㌽となり、現時点に比

べ5.3㌽不足感が強まる見通し。 
 

現時点は、 良い」が14.9％、 悪い」が

44.5％と、その差（ 良い」- 悪い」）は、

▲29.6㌽となった。 

先行きは、 良い」が9.4％、 悪い」が45.2％

と、その差は、▲35.8㌽となり、現時点に比

べ6.2㌽悪化する見通し。 
 

現時点は、「 過剰」が1.7％、 不足」が30.0％

と、その差（ 過剰」-「 不足」）は、▲28.3㌽

となった。 

先行きは、 過剰」が1.2％、 不足」が32.8％

と、その差は、▲31.6㌽となり、現時点に比

べ3.3㌽不足感が強まる見通し。 
 

現時点は 楽である」が5.9％、 苦しい」

が31.4％と、その差（ 楽である」-「 苦しい」）

は、▲25.5㌽となった。 

先行きは、 楽である」が4.5％、 苦しい」

が37.2％と、その差は、▲32.7㌽となり、現

時点に比べ7.2㌽悪化する見通し。 
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 販売数量の増加」が43.2％と最も多く、 販

売単価の引上げ」（33.5％）、 新商品・サービ

スの展開」（22.6％）と続いている。 

○その他の回答 

 過去の実績による信用力、既取引先・知人か

らの紹介、商工会議所への入会、国の補助金事

業など 

 

 

 

 

 

 取引者数（客数）の減少」が50.0％と最も

多く、 販売数量の減少」（39.4％）、 同業他社

との競争激化」（24.4％）と続いている。 

○その他の回答 

 原材料・仕入価格の高騰、原材料等の不足、

受注減、事業縮小、価格転嫁が進まない、天候

不順、コロナ禍以降回復せずなど 

 

 

 

 

売上高、仕入先、販売先については、 変わ

らない」が最も多いが、利益については、 減

少した」が最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

  

問４ 上記で、現時点の業況について売上高が「増加」と回答された方にお尋ねします。

前期と比べて、「売上が増加した」要因についてお答えください。（当てはまるもの

すべてに○） 

問５ 上記で、現時点の業況について売上高が「減少」と回答された方にお尋ねします。

前期と比べて、「売上が減少した」要因についてお答えください。（当てはまるもの

すべてに○） 

問６ 新型コロナ流行前と比較して取引先数等の変化についてお答えください。（〇はそ

れぞれ１つ） 

10.9

10.5

5.9

7.8

45.1

39.5

66.0

54.0

41.7

46.8

20.6

31.4

2.3

3.2

7.4

6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

売上

利益

仕入先

販売先

新型コロナ流行前との比較

増加した 変わらない 減少した 無回答

43.2 

33.5 

22.6 

13.5 

11.0 

9.7 

8.4 

7.7 

4.5 

12.9 

1.3 

0 10 20 30 40 50

販売数量の増加

販売単価の引き上げ

新商品・サービスの展開

同業者等との協業

従業員の増加

広告・宣伝の強化

設備投資の実施

新規事業への市場参入

後継者の経営参画

その他

無回答

(％)
「売上が増加した」要因

(n=155)

50.0 

39.4 

24.4 

22.0 

12.9 

11.2 

10.3 

6.3 

6.0 

10.6 

2.8 

0 20 40 60

取引者数（客数）の減少

販売数量の減少

同業他社との競争激化

顧客ニーズの多様化

販売単価の引き上げ

販売単価の下落

従業員の減少

既存事業からの撤退

広告・宣伝の縮小

その他

無回答

(％)
「売上が減少した」要因

(n=464)
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Ｂ．貴事業所の事業実態  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 燃原料などの価格高騰」が39.0％と最も多く、 景気低迷」（35.0％）、 既存顧客、消費者

の意識変化」（18.2％）、 少子高齢化」（18.2％）と続いている。 

○その他の回答 

 安定した顧客の獲得、原材料・仕入価格の高騰、原材料等の不足による工事の遅延、同業者

の増加、行政とのかかわり、受注減少、診療報酬が上がらない、販売先等からの値下げ要請、

物流コストの高騰など 

 

  

問７ 貴事業所（店舗）が現在抱えている経営上の課題は何ですか。（３つまで○） 

39.0 

35.0 

18.2 

18.2 

15.8 

14.8 

14.2 

13.3 

13.0 

5.9 

4.6 

3.2 

2.9 

1.7 

1.4 

4.0 

9.5 

0 10 20 30 40 50

燃原料などの価格高騰

景気低迷

既存顧客、消費者の意識変化

少子高齢化

既存市場の伸び悩み

取引先等への価格転嫁ができない状況

取引先等からの値上げ要請

同業他社とのコスト競争の激化

同業他社との商品競争の激化

為替の円安化

借入金利の上昇

無回答

同業種や異業種との連携の機会の不足

行政や生活者などとの連携の機会…

規制の残存

その他

特になし

(％)

現在抱えている経営上の課題（外部経営環境面）

(n=1,076)

行政や生活者などとの連携の機会（ニー

ズ把握の機会）の不足
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 仕入れコストの上昇」が43.8％と最も多く、 人材採用・確保の困難化」（24.9％）、 人件

費の増加」（20.3％）と続いている。 

○その他の回答 

 事業主・従業員の高齢化、人材不足、インボイス事務負担、職場環境の整備など 

 

  

43.8 

24.9 

20.3 

18.8 

17.2 

13.7 

9.9 

9.9 

8.4 

7.4 

5.9 

5.6 

4.0 

2.0 

1.8 

11.2 

3.4 

0 10 20 30 40 50

仕入コストの上昇

人材採用・確保の困難化

人件費の増加

設備（店舗）の老朽化

事業承継・後継者難

働き方改革への対応の難しさ

IT・デジタル技術の活用の遅れ

資金調達・資金繰りの悪化

生産性向上、業務効率化の遅れ

技術・ノウハウの継承

企画提案力強化・サービス力の不足

キャッシュレス決済対応への遅れ

商品開発力の不足

事業用地の確保（用地の不足）

その他

特になし

無回答

(％)

現在抱えている経営上の課題（内部経営環境面）

(n=1,076)
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 新規取引先の開拓」が26.0％と最も多く、 商品・サービスの価格改定」（23.2％）、 コス

トの見直し」（21.8％）と続いている。 

○その他の回答 

 新規事業の立ち上げ、Ｍ＆Ａ、設備修繕、作業の効率化、人材育成、廃業など 

 

 

 

 

 

 

  

問８ 経営課題解決に必要と考える取組みを教えてください。（当てはまるものすべて

○） 

26.0 

23.2 

21.8 

19.4 

17.4 

14.6 

14.3 

13.2 

13.1 

12.6 

8.3 

8.1 

7.9 

7.4 

4.2 

4.4 

10.2 

0 10 20 30

新規取引先の開拓

商品・サービスの価格改定

コストの見直し

経営方針や目標の明確化

働きやすい環境整備

生産性向上のための設備投資

取り組み方法・ノウハウの習得

経験者、専門人材の採用強化

社内のＩＴ・デジタル・ＤＸの理解

ＰＲ活動の強化

新卒者の採用と育成

シニア人材の活用推進

業種・業態の転換

経営層・管理職の意識改革や理解促進

研究開発の強化

その他

無回答

(％)

経営課題解決に必要と考える取組み

(n=1,076)
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 販売価格への転嫁」が27.6％と最も多く、 人件費以外の経費削減」（23.0％）、 商品・サ

ービス内容見直し（原材料の代替を含む）」（13.8％）が続いている。 

○その他の回答 

 人的交流を図る、個々のスキルアップ、集客対策、新規開拓、宣伝広告、受注の増加、新サ

ービス・商品の開発など 

 

 

 

 

  

問９ 今後予定している対策・対応についてお尋ねします。（当てはまるものすべて○） 

27.6 

23.0 

13.8 

13.0 

12.2 

11.9 

10.5 

9.6 

6.7 

6.5 

5.5 

1.1 

3.7 

19.6 

7.1 

0 10 20 30

販売価格への転嫁

人件費以外の経費削減

商品・サービス内容見直し（原材料の代替を含む）

事業・業種の転換（多角化等）

健康経営の対応強化

省エネ対策

仕入先の見直し

販売先の見直し

人件費削減

省力化への投資

仕入先への値下げ交渉

共同仕入れ

その他

特に対策しない

無回答

(％)

今後予定している対策・対応

(n=1,076)
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 事業規模の拡大」が15.5％と最も多く、 新市場、新サービスへの展開」（14.8％）、 取引

先の見直し」（13.77％）が続いている。 

○ 事業所、店舗の市外への拡張、移転」の予定地（カッコ内は回答先数） 

 さいたま市大宮区(2)、熊谷市(1)、東京都(3)、沖縄県(1)、検討中(2) 

○その他の回答 

 現状維持、円安による輸出拡大、事業承継、新規開拓、宣伝強化、法人化、利益率向上など 

 

 

 

  

問 10 会社全体の今後の経営方針についてどのようにお考えですか。（３つまで○） 

15.5 

14.8 

13.7 

12.9 

12.9 

12.9 

12.5 

10.8 

8.8 

4.2 

2.4 

2.3 

1.9 

9.2 

13.9 

0 10 20

事業規模の拡大

新市場、新サービスへの展開

取引先の見直し

営業地域・営業対象の拡大

採用人数の増加

廃業の方向

事業規模の縮小

顧客層の転換

業種・業態の転換

事業所、店舗の市内での拡張、移転

海外への事業展開

サプライチェーンの見直し

事業所、店舗の市外への拡張、移転

その他

無回答

(％)

今後の経営方針

(n=1,076)
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Ｃ．本市における事業展開  

事業者の活動規模の維持・拡大は、市場規模の拡大や産業競争力の強化につながるなど、本

市の産業全体の発展において重要な要素であると考えます。本市で事業を展開するにあたり求

める条件等についてお尋ねします。 

 

 

 

 

 専用地を探して対応する」が57.8％と最も

多く、 現在所有する敷地内に拡張する」

（20.0％）、 隣接地を確保して拡張する」

（6.7％）と続いている。 

○その他の回答 

 駅近くの土地の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 業務の拡大」が53.3％と最も多く、 環境

問題の解決」（11.1％）、 コスト削減」（11.1％）

と続いている。 

○その他の回答 

 現状借地のため 

 

 

 

 

 

 

  

問 11 問 10 で「事業所、店舗の市内での拡張、移転」と回答された方にお尋ねします。

計画をどのようにして実現しますか。（１つに○） 

問 12 問 10 で「事業所、店舗の市内での拡張、移転」と回答された方にお尋ねします。

移転計画を立案した理由を教えてください。（１つに○） 

現在所有する敷地

内に拡張する

20.0%

隣接地を確保

して拡張する

6.7%

専用地を探して

対応する

57.8%

その他

11.1%

無回答

4.4%

市内での拡張・移転計画の実現に向けて

(n=45)

業務の拡大

53.3%

環境問題の解決

11.1%

業種・業態の転換

8.9%

労働力の確保

2.2%

コスト削減

11.1%

その他

4.4%

無回答

8.9%

移転計画の立案理由

(n=45)
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 事業所面積の確保」が47.7％と最も多く、 顧客・取引先等の集積」（20.0％）、 自社他拠

点へのアクセス」（18.5％）、 賃料の安さ」（18.5％）と続いている。 

○その他の回答 

 建築条件、周辺環境、駐車場の確保など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 道路交通の利便性が良い」が41.5％と最も多く、 商圏人口が多い」（17.0％）、 鉄道交通

の利便性が良い」（16.6％）と続いている。 

○その他の回答 

 自宅がある・近い、災害に関する安全性、地域密着営業が可能、知名度、なじみのある固定

客がいる、陸運局・車検場が近いなど 

  

問 13 問 10 で「事業所、店舗の市内での拡張、移転」、「事業所、店舗の市外への拡張、

移転」と回答された方にお尋ねします。移転先に求める条件は何ですか。（３つに

○） 

問 14 本市で事業を営む上で、良いと思われる点は何ですか。（３つまで○） 

47.7 

20.0 

18.5 

18.5 

12.3 

10.8 

10.8 

9.2 

3.1 

0.0 

9.2 

12.3 

0 20 40 60

事業所面積の確保

顧客・取引先等の集積

自社他拠点へのアクセス

賃料の安さ

安定した採用人数の確保

東京都心へのアクセス

都市間交通の利便性（鉄道、高速道路等）

自然災害リスクの低さ

歴史的経緯（創業地等）

人件費の安さ

その他

無回答

(％)

移転先に求める条件

(n=65)

41.5 

17.8 

16.6 

10.8 

8.8 

4.1 

3.6 

3.2 

2.7 

8.2 

20.7 

0 10 20 30 40 50

道路交通の利便性が良い

商圏人口が多い

鉄道交通の利便性が良い

店舗、用地の確保がしやすい

都内を含め大消費地を抱えている

工業、商業団体の活動が活発である

市の支援措置が充実している

人材が確保しやすい

物流コストが安い

その他

無回答

(％)
本市で事業を営む上で良い点

(n=1,076)
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 市の支援措置が弱い」が20.4％と最も多く、 人材が確保しにくい」（17.3％）、 商圏人口

が少ない」（10.5％）と続いている。 

○その他の回答 

 他地域に比べ家賃が高い、税金（市民税）が高い、街に魅力がない、昼間人口が少ない、バ

ス路線が少ない（便が悪い）、土地の用途制限、住民の高齢化、材料などの仕入れ先が豊富で

ない、建設投資が少ない、一方通行が多いなど 

 

 

 

 

  

問 15 本市で事業を営む上で、問題と思われる点は何ですか。（３つまで○） 

20.4 

17.3 

10.5 

9.2 

7.7 

7.3 

6.9 

6.3 

5.0 

10.2 

31.3 

0 10 20 30 40

市の支援措置が弱い

人材が確保しにくい

商圏人口が少ない

道路交通の利便性が悪い

店舗、用地の確保がしにくい

鉄道交通の利便性が悪い

労働コストが高い

工業、商業団体の活動が少ない

物流コストが高い

その他

無回答

(％)
本市で事業を営む上で問題と思われる点

(n=1,076)
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Ｄ．事業承継  

民間の統計調査では、経営者の平均年齢は上昇傾向にあり、後継者が不在である事業者が多

いことも確認されています。後継者の状況についてお尋ねします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現在の事業を継続するつもりはない（廃業予定）」が28.5％と最も多く、 現時点で後継者

を決める必要がない」（22.4％）、 後継者が決まっており、その後継者に事業を承継する」

（17.3％）と続いている。 

○その他の回答 

 後継者がいないので廃業、既に事業承継済み、コスト的に事業承継が無理、未定・決まって

いないなど 

  

問 16 貴事業所の事業承継はどのような状況ですか。（当てはまるものすべてに○） 

28.5 

22.4 

17.3 

15.3 

14.4 

7.0 

1.5 

4.7 

0 10 20 30

現在の事業を継続するつもりはない

（廃業予定）

現時点で後継者を決める必要がない

後継者が決まっており、

その後継者に事業を承継する

後継者は決まっていないが、

後継者候補はいる

後継者が決まっておらず候補者も

いないが事業を継続したい

後継者がいないため、

第三者への承継を考えている

その他

無回答

(％)

事業承継の状況

(n=1,076)
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 後継者教育」が25.5％と最も多く、 光景屋の確保」（23.2％）、 取引先との関係維持」

（17.5％）と続いている。 

○その他の回答 

 売上低迷、業界の衰退（将来性がない）、人員不足、高齢化、事業承継させたくない、チェ

ーン店のため本部主導、事業者負担が増えているなど 

 

  

問 17 事業承継にあたり、どのような障害・課題がありますか。（当てはまるものすべて

に○） 

25.5 

23.2 

17.5 

11.2 

8.1 

7.6 

4.6 

0.8 

9.4 

27.1 

0 10 20 30

後継者教育

後継者の確保

取引先との関係維持

借入金・債務保証の引継ぎ

従業員の処遇

相談先がない（わからない）

自社株の評価額

分散した株式の集約

その他

無回答

(％)
事業承継の障害・課題

(n=1,076)
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Ｅ．省力化  

国の報告では、生産年齢人口（15～64歳）は今後も減少する見込みとなっており、人手不足

が深刻化することが予想されます。対策として、省力化に向けた設備投資や作業工程の見直し

等が考えられます。省力化に向けた状況についてお尋ねします。 

 

 

 

 特に考えていない」が53.9％と過半数を占

めている。 検討中」（18.3％）、 既に取り組ん

でいる」（12.7％）、と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 作業量や作業工程の見直し」（47.3％）、 既存業務の整理」（46.6％）が5割弱

と多くなっている。次いで 作業の標準化・マニュアル化」（27.6％）となってい

る。 

○その他の回答 

業務車両のＥＶ化、センサー技術の導入、洗車機導入、業務ソフト検討など 

 

  

問 18 省力化についてお尋ねします。（１つに○） 

●「今後取り組む予定」、「検討中」と回答された方にお尋ねします。どのような

取り組みを行う予定、または検討していますか。（当てはまるものすべてに

○） 

既に取り組んでいる

12.7%

今後取り組む

予定

9.0%

検討中

18.3%特に考えて

いない

53.9%

無回答

6.0%

省力化への取組み

(n=1,076)

47.3 

46.6 

27.6 

14.6 

11.9 

5.4 

4.4 

1.7 

2.7 

7.5 

0 10 20 30 40 50

作業量や作業工程の見直し

既存業務の整理

作業の標準化・マニュアル化

AIを活用したシステム（画像・音声認…

決済システム（自動精算等）の導入

自動計量・製造機の導入

ロボット（清掃、配膳、運搬等）の導入

検品・仕分システムの導入

その他

無回答

(％)
省力化の取り組み内容

(n=294)

AIを活用したシステム（画像・音声認識、
言語処理、最適化等）の導入
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 業務や作業工程等の整理・見直しノウハウ」（21.3％）、 設備導入に伴う初期

投資資金」（20.2％）、 省力化による効果の把握」（19.1％）となっている。 

○その他の回答 

高齢化のためデジタル化に対応できない、システムの教育と実践、事業内容とし

て省くことができない、省力化の必要ない業種、施工品質重視、能力の高い人材の

確保が難しい（推進人材の確保）、方法が見つからない、どうやってよいか分から

ないなど 

 

 

 

 

  

●省力化に取り組む上での課題は何ですか。（当てはまるものすべてに○） 

21.3 

20.2 

19.1 

17.8 

4.3 

43.6 

0 10 20 30 40 50

業務や作業工程等の整理・見直しノウハウ

設備導入に伴う初期投資資金

省力化による効果の把握

設備導入に伴うランニングコスト（維持費用）

その他

無回答

(％)
省力化に取り組む上での課題

(n=1,076)
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Ｆ．人材  

「Ｅ.省力化」での説明のとおり、人手不足の傾向は今後も続くことが見込まれています。

事業所においては、人材確保・定着に向けたより積極的な取組みが求められると考えます。

その取組み状況についてお尋ねします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 従業員、知人、取引先等に紹介を依頼」が17.1％と最も多く、 民間の就職情報誌やサイ

トの活用」（16.4％） ハローワークへの申込」（15.1％）と続いている。また、 特に実施して

いない」が約半数（48.9％）を占めている。 

○その他の回答 

 外国人の採用、同業者の紹介、外注にて対応、広告の活用など 

 

 

 

 

 

 

  

問 19 貴事業所（店舗）では、採用についてどのような対策を行っていますか。（当ては

まるものすべてに○） 

17.1 

16.4 

15.1 

10.4 

9.5 

4.1 

2.5 

2.0 

1.9 

1.2 

0.7 

0.4 

48.9 

2.1 

12.5 

0 10 20 30 40 50

従業員、知人、取引先等に紹介を依頼

民間の就職情報誌やサイトの活用

ハローワークへの申込み

雇用条件の改善（賃金等の引上げを含む）

人材紹介会社の活用

SNS等で自社を積極的にPR

インターンの実施

合同説明会（就職・転職フェア等）への参加

教育機関との連携（求人、セミナー等）

企業説明会の実施

健康経営優良法人のPR

採用時期の変更

特に実施していない

その他

無回答

(％)

採用についての対策

(n=1,076)
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 賃金の引上げ」が26.3％と最も多く、 労働時間の短縮（長時間労働の削減等）」（13.9％）、

多様な働き方の整備（仕事と家庭の両立等）」（11.8％）と続いている。 

○その他の回答 

 リモートワーク・フレックス、職場環境整備、多様性の時代に対応など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期待する公的支援策については、「 福利厚生への支援」が14.8％と最も多く、 採用活動に要

する費用の支援」（10.7％）、 市内企業の求人情報の発信」（9.5％）と続いている。 

○その他の回答 

 仕事を紹介する場の提供、雇用時の補助金と雇用状態の確認、ハローワークを利用しやすく

してほしいなど 

  

問 20 貴事業所（店舗）では、人材の確保・定着のため、実施済みおよび実施予定のも

のをお尋ねします。（当てはまるものすべてに○） 

問 21 人材確保に対し、期待する公的支援策としてどのようなものを望みますか。（当て

はまるものすべてに○） 

26.3 

13.9 

11.8 

10.5 

10.4 

8.7 

8.5 

7.2 

6.7 

5.2 

4.2 

43.2 

1.9 

14.6 

0 10 20 30 40 50

賃金の引上げ

労働時間の短縮（長時間労働の削減等）

多様な働き方の整備（仕事と家庭の両立等）

福利厚生の充実

定年延長や再雇用

賞与の引上げ

公平な人事評価と処遇への反映

キャリアアップ支援

業務の効率化（ＤＸ化、業務委託等）

ハラスメントの防止

本人の希望・意思を反映した人事異動

特に実施していない

その他

無回答

(％)
人材確保・定着のための対策

(n=1,076)

14.8 

10.7 

9.5 

6.3 

6.3 

5.9 

4.8 

4.6 

4.2 

2.6 

46.5 

1.7 

16.0 

0 10 20 30 40 50

福利厚生への支援

採用活動に要する費用の支援

市内企業の求人情報の発信

市内企業のPR

女性・シニア世代・外国人・就職氷河期世代等の活用支援

公的支援策等の情報発信・企業への周知

市主催の会社説明会・面接会の実施

副業人材のマッチング支援

人材確保に関するコンサルティング

採用活動に係るツール作成の支援

特になし

その他

無回答

(％)
人材確保に対し期待する公的支援策

(n=1,076)
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Ｇ．ＳＤＧｓへの取組み  

事業者が将来にわたって継続し、より発展していくためには、長期的な視点で社会のニーズ

を重視した経営と事業展開が必要であると考えます。経営リスクを回避するとともに、新たな

ビジネスチャンスを獲得し、持続可能性を追求する手段として、ＳＤＧｓの取組みは有効であ

ると考えます。ＳＤＧｓの取組状況についてお尋ねします。 

 

 

 

 取り組む予定はない」が37.1％と最も多く、

 聞いたことはあるが何をすればよいか分か

らない」（29.7％）と続いている。 既に取り組

んでいる」「（13.1％）、 取組みを検討している」

（4.4％）と回答した割合は、2割を下回ってい

る。 

 

 

 

 

○既に取り組んでいる内容 

 埼玉県ＳＤＧｓ事業所認定、パートナーシップ構築宣言認定、ＬＥＤ化、ペーパーレス化、

ゴミ削減・分別、リサイクル、省エネ対策、職場環境整備、商品・食品ロス削減、太陽光発電、

電気使用量削減、ＩＣＴ活用、エコカー導入、カーシェアリング利用、遮熱塗装の利用、循環

型農業、ゼロカーボン・プラスチック不使用、物流コスト削減など 

○取組みを検討している内容 

ペーパーレス化、ゴミ削減・分別、リサイクル、太陽光発電、電気使用量削減、プラスチック

不使用、ＳＤＧｓ対応製品の開発、インターネットでの自社商品の販売、車の使用を自粛する、

若い後継者の考えを尊重するなど 

 

 

  

問 22 現在のＳＤＧｓへの取組み状況についてお答えください。（１つの○） 

既に取り組ん

でいる

13.1%

取組みを検討

している

4.4%

聞いたことはある

が何をすればよい

かわからない

29.7%

取り組む予定

はない

37.1%

初めて聞いた

7.2%

無回答

8.5%

ＳＤＧｓへの取組み状況

(n=1,076)
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 企業価値の向上」が42.0％と最も多く、 エネルギーコストの削減」（39.4％）、 従業員の

意識改革」（28.2％）と続いている。 

○その他の回答 

 社会貢献、自社の利益とは関係なく実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 自社の事業活動と関わりがない又は薄い」が41.1％と最も多く、 具体的な取組みがイメ

ージできない」（14.3％）、 取り組むことによる効果が分からない」（13.5％）と続いている。 

○その他の回答 

 効果なし（自己満足）、顧客・売上の減少、事業継続を考えていない（廃業予定）など 

 

  

問 23 問 22 で「既に取り組んでいる」、「取組みを検討している」と回答された方にお尋

ねします。取り組むにあたって、期待する効果や狙いは何ですか。（３つまで○） 

問 24 問 22 で「取り組む予定はない」と回答された方にお伺いします。その理由は何で

すか。（当てはまるものすべてに○） 

 

42.0 

39.4 

28.2 

22.3 

14.4 

11.7 

9.0 

1.6 

1.1 

10.1 

3.7 

0 10 20 30 40 50

企業価値の向上

エネルギーコストの削減

従業員の意識改革

利益の増加

競合他社との差別化

人材確保

取引の拡大（新規開拓を含む）

融資の際の優遇

その他

具体的にはない

無回答

(％)
取り組むにあたって期待する効果

(n=188)

41.1 

14.3 

13.5 

8.5 

8.0 

2.5 

1.3 

3.5 

37.8 

3.3 

0 10 20 30 40 50

自社の事業活動と関わりがない又は薄い

具体的な取組みがイメージできない

取り組むことによる効果がわからいない

取り組むための十分な資金が確保できない

取り組むための十分な時間が確保できない

取組みについて相談できる人・場所がない

社内・取引先の理解を得ることが難しい

その他

特に課題を感じない

無回答

(％)
取り組む予定のない理由

(n=399)
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Ｈ．カーボンニュートラルへの取組み  

本市は、2050年にCO2排出量を実質ゼロとすることを目指す旨を表明したゼロカーボンシテ

ィです。第3次上尾市環境基本計画においても「地球温暖化の緩和や適応に資する製品やサー

ビスの開発」や「省エネ性能が高い設備・機器等の導入推進」など、産業部門における対策の

推進が求められています。カーボンニュートラルの取組み状況についてお尋ねします。 

 

 

 

 取り組む予定はない」が32.9％と最も多く、

 聞いたことはあるが何をすればよいか分か

らない」（27.6％）と続いている。 既に取り組

んでいる」（15.8％）、 取組みを検討している」

（8.1％）と回答した割合は、2割強となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ＬＥＤ照明に交換」が69.3％と最も多く、 ゴミの削減」（44.4％）、 リサイクルの推

進」（43.2％）と続いている。 

○その他の回答 

 カーボンニュートラル認証機材の使用、省電力マシンへの切り替え、空調温度の設定・クー

ルビズ、インバータの導入、遮熱塗装など 

問 25 現在のカーボンニュートラルへの取組み状況についてお答えください。（１つの○） 

問 26 問 25 で「既に取り組んでいる」、「取組みを検討している」と回答された方にお尋

ねします。どのような取組みを行っていますか。（当てはまるものすべてに○） 

既に取り組ん

でいる

15.8%

取組みを検討

している

8.1%

聞いたことはある

が何をすればよい

かわからない

27.6%

取り組む予定

はない

32.9%

初めて聞いた

7.8%

無回答

7.8%

カーボンニュートラルへの取組み状況

(n=1,076)

69.3 

44.4 

43.2 

28.4 

17.5 

15.6 

12.5 

10.1 

7.0 

4.7 

4.3 

1.2 

0.4 

3.5 

1.2 

0 20 40 60 80

LED照明に交換

ゴミの削減

リサイクルの推進

社員の省エネ意識醸成（節電呼びかけ等）

太陽光発電設備の導入

高効率空調の導入

CO2排出量の把握

電気自動車の導入

高効率給湯器の導入

蓄電池の導入

植林・植樹等の環境保全

健康経営優良法人のPR

低炭素工業炉の導入

その他

無回答

(％)
カーボンニュートラルへの取り組み内容

(n=257)
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 自社の事業活動と関わりがない又は薄い」が50.6％と最も多く、 具体的な取組みがイメ

ージできない」（10.7％）、 取り組むことによる効果が分からない」（9.3％）と続いている。 

○その他の回答 

 自社にできることはない、事業内容・形態として取り組むのは難しい、原発が稼働すればＣ

Ｏ２は減らせる、世界で排出量3％の日本において効果に疑問がある、都市部への集中を止め

ることのほうが効果は大きいと思う、二酸化炭素は有毒ではないなど 

 

  

問 27 問 25 で「取り組む予定はない」と回答された方にお伺いします。その理由は何で

すか。（当てはまるものすべてに○） 

 

50.6 

10.7 

9.3 

9.0 

4.2 

1.1 

0.8 

35.9 

3.4 

2.3 

0 20 40 60

自社の事業活動と関わりがない又は薄い

具体的な取組みがイメージできない

取り組むことによる効果がわからいない

取り組むための十分な資金が確保できない

取り組むための十分な時間が確保できない

社内・取引先の理解を得ることが難しい

取組みについて相談できる人・場所がない

特に課題を感じない

その他

無回答

(％)
取り組む予定のない理由

(n=354)
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Ｉ．物流  

本市および本市周辺では、国道16号線や国道17号線上尾バイパス（上尾道路）、圏央道など、

広域交通網の整備が進み、本市は物流の拠点としての一面も持ち合わせています。今後、新大

宮上尾道路（与野～上尾南）が整備され、より円滑な物流が確保でき、圏央道沿線からの都心

方面へのアクセス性が向上することで、本市においても経済活動に大きな影響があると考えて

います。一方では、物流の2024年問題を背景として、今後、輸送能力の不足が広がる可能性が

あります。物流の課題等についてお尋ねします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  特に課題を感じない」が44.8％と最も多い。次いで、 コストの上昇」（22.1％）、 人手

不足」（12.0％）、 倉庫スペースの不足」（4.5％）となっている。 

○その他の回答 

 ガソリン代高騰、トラックの休憩場所・待機場所、3,4月の引っ越し難、置き配盗難、遅れ

が多いなど 

  

問 28 貴事業者における物流の課題は何ですか。（当てはまるものすべてに○） 

22.1 

12.0 

4.5 

3.7 

2.0 

2.0 

1.8 

1.2 

1.2 

0.2 

2.2 

44.8 

20.9 

0 10 20 30 40 50

コストの上昇

人手不足

倉庫スペースの不足

自然災害やパンデミックへの対応

再配達の増加

デジタル化の遅れ

輸送の小口化・多頻度化

CO2排出量の問題

サプライチェーンの複雑化

トレーサビリティの確保

その他

特に課題を感じない

無回答

(％)

自社における物流の課題

(n=1,076)
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  物流コストの適切な価格転嫁」が37.6％と最も多く 労働条件の改善」（24.0％）、 物流

拠点の強化」（11.0％）と続いている。 

○その他の回答 

 ガソリン代高騰、トラックの休憩場所・待機場所、3,4月の引っ越し難、置き配盗難、遅れ

が多いなど 

 

 

Ｊ．企業の同業種・異業種交流および産学官連携  

現行の上尾市産業振興ビジョンでは、基本方針の一つとして「新たな交流・連携の推進」

を設けています。同業種間、異業種間の交流および産学官の連携は、次期ビジョンにおいて

も産業基盤の強化に重要な要素であると考えます。そこで交流および連携についてお尋ねし

ます。 

 

 

 

 

 参加したことはない」が49.0％と最も多く、

 参加したことがある」は22.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

問 29 問 28 で物流の課題について回答された方にお尋ねします。物流の課題の解決策は

何ですか。（当てはまるものすべてに○） 

問 30 貴事業所（店舗）は、同業種・異業種交流の場に参加したことがありますか。

（１つに○） 

37.6 

24.0 

11.0 

10.2 

8.8 

8.2 

7.1 

4.5 

2.5 

5.9 

23.2 

0 10 20 30 40 50

物流コストの適切な価格転嫁

労働条件の改善

物流拠点の強化

共同配送の導入

自動化技術の推進

物流DXの推進

物流を考慮した製造工程の見直し

中継輸送の導入

モーダルシフトの導入

その他

無回答

(％)
物流の課題の解決策

(n=354)

参加したことがある

22.6%

参加したこと

はない

49.0%

関心がない

21.8%

無回答

6.6%

同業種・異業種交流の場への参加

(n=1,076)
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 人的交流、人脈形成が出来た」が57.6％と

最も多く、 具体的な成果はなかったが、自社

ビジネスのヒントを得ることができた」が

21.8％と続いている。 成果はなかった」は

16.0％となっている。 

○その他の回答 

 情報共有、参加しづらい、上尾市内の交流は

無しなど 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 業界情報の交換」が41.7％と最も多く、 従業者間の親睦や交流の促進」（13.4％）、 技

術面での共同研究や開発につながる交流」（9.6％）と続いている。 

○その他情報収集や情報交換の促進 

 異業種の情報、視点の違い（価値観）、コミュニケーションの向上、企業の悩み事、情報共

有、お互いの顧客のニーズに合うサービスの紹介など 

○その他の回答 

 売上増（顧客の紹介）、具体的な取引に繋がり得る商談など 

 

 

  

問 32 同業種・異業種交流の場への参加を通じて、どのようなことを期待しますか。（当

てはまるものすべてに○） 

問 31 問 30 で「参加したことがある」と回答された方にお尋ねします。参加された成果

について、以下の項目から当てはまるものをお選びください。（１つに○） 

人的交流、人脈

形成ができた

57.6%

具体的な取引、商品の共

同開発などにつながった

（または計画中）, 3.7%

具体的な成果は

なかったが、自

社ビジネスのヒ

ントを得ること

ができた, 21.8%

成果はなかった

16.0%

その他

0.8%

無回答

0.0%

参加した成果

(n=243)

41.7 

13.4 

9.6 

7.2 

5.3 

3.9 

41.5 

0 10 20 30 40 50

業界情報の交換

従業者間の親睦や交流の促進

技術面での共同研究や開発に繋がる交流

生産面での分担や共同化に繋がる交流

上記以外の情報収集や情報交換の促進

その他

無回答

(％)
参加を通じて期待すること

(n=1,076)
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 関心がない」が7割強（71.5％）を占めて

いる。 とても関心がある」が2.0％、 関心が

る」が15.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新しい技術の研究開発」が47.6％と最も多く、 行政職員や学生との親睦や情報交換の促

進」（24.1％）、 地域産業の発展」（17.3％）と続いている。 

○地域産業の発展 

 地域が一つの輪になれるようなモデルの形成、新しい食材の開発や未開拓の食材発掘「・ＰＲ

方法等、シャッター店の利用、新しい価値を作り、個々の自信確保する、障がい者が地域で働

きながら生活できる様な社会を作りたい、地場の食材で新たな名物品の開発など 

○地域課題の解決 

 街づくりの推進、地域コミュニティの創出、若い人の人材確保、空き家対策、IT化、デジタ

ル化の推進、地元で働く人を増やす 

○新製品、新商品の開発 

 子どもに対する学習支援のノウハウ、上尾の名物の開発など 

○その他の回答 

 新規事業の創出、研究・開発、学童や保育所不足の解消など 

 

  

問 33 貴事業所（店舗）は、産学官連携に関心がありますか。（１つに○） 

問 34 問 33 で「とても関心がある」、「関心がある」と回答された方にお尋ねします。産

学官連携を通じて、どのようなことを期待しますか。（当てはまるものすべてに○） 

とても関心がある

2.0%

関心がある

15.8%

関心がない

71.5%

無回答

10.8%

産学官連携への関心

(n=1,076)

47.6 

24.1 

17.3 

15.7 

14.7 

3.7 

5.8 

0 10 20 30 40 50

新しい技術の研究開発

行政職員や学生との親睦や情報交換の促進

地域産業の発展

新製品・新商品の開発

地域課題の解決

その他

無回答

(％)
産学官連携に期待すること

(n=191)
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 新サービスの提供」が36.6％と最も多く、 集客・販売促進」（34.0％）、 人材育成」（28.3％）

と続いている。 

○その他の回答 

 異業種産業を結ぶ地域サークルの創出、施設造り（スポーツ施設）など 

  

問 35 問 33 で「とても関心がある」、「関心がある」と回答された方にお尋ねします。取

り組みたい事業は何ですか。（当てはまるものすべてに○） 

36.6 

34.0 

28.3 

25.1 

25.1 

21.5 

18.8 

16.8 

4.7 

2.1 

3.7 

0 10 20 30 40

新サービスの提供

集客・販売促進

人材育成

新製品・新商品の開発

販路開拓

情報発信

新技術開発

市場調査・研究

共同受注

その他

無回答

(％)
取り組みたい事業

(n=191)
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Ｋ．経営支援・相談  

各事業者の立場から行政に対して期待する全般的な支援策と現在の経営上の相談先について

お尋ねします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 補助金、補助事業の充実」が42.3％と最も多く、 融資制度の充実」（21.7％）、 取引先の

紹介、斡旋」（10.6％）と続いている。 

○その他の回答 

 事業者の声の吸い上げに対応した制度改革、魅力ある街づくり、安定した単価設定をおこな

って欲しい（福祉事業者）、人材紹介や求人の支援、他市との境界地域の活性化、道路使用許

可・歩行者天国等の規制緩和、公的機関の入札・見積参加への差別化、補助金をやめて減税、

行政内部の意識改革（行政に期待しない）、市の常識的な対応 

 

 

 

  

問 36 行政に対して期待する支援施策は何ですか。（３つまで○） 

42.3 

21.7 

10.6 

8.9 

8.6 

8.0 

6.6 

6.3 

6.2 

5.7 

3.8 

2.6 

2.6 

2.1 

1.2 

0.5 

5.9 

20.9 

0 10 20 30 40 50

補助金、補助事業の充実

融資制度の充実

取引先の紹介、斡旋

経済、経営、行政情報の提供

IT、DX化支援

経営者の研修制度や経営指導

従業員の研修制度（セミナー等）

用途地域の見直し、土地区画整理事業等の推進

異業種交流会の開催や事業者マッチングの支援

後継者育成のための支援、指導

商店街・テナントの整備（モール化等）

工業団地の整備

商店街の経営基盤強化支援

専門家の派遣

デジタル地域通貨の導入

店舗の共同化への支援

その他

無回答

(％)

行政に対して期待する支援施策

(n=1,076)
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 顧問の税理士・会計士」と回答した先が5割超（53.1％）となった。次いで 商工会議所」

（23.7％）、 金融機関」（14.3％）と続いている。 

○その他の回答 

 経営コンサルタント、社労士・行政書士・弁護士、友人・知人、親会社・本部、同業者、経

営者仲間、自己解決・相談しない 

 

市や上尾商工会議所等の各種支援機関が連携し、労務関係や販売促進、ＩＴ活用など、事業者

が抱える様々な経営課題に専門家が無料で相談に応じる「上尾中小企業サポートセンター」を

令和３年に開設しました。センター機能の更なる充実を図るためにお尋ねします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 知らない」と回答した先が5割近く超（49.9％）となった。 利用しない、利用する予定は

ない」（23.0％）、 名前が聞いたことがある」（18.9％）と続いている。 

○その他の回答 

 税務関係もやってほしい 

  

問 38 上尾中小企業サポートセンターについてお尋ねします。（２つに○） 

問 37 経営上で専門的な問題や相談事が発生した場合、主にどこに相談に行きますか。

（当てはまるものすべてに○） 

53.1 

23.7 

14.3 

11.2 

10.7 

5.9 

5.6 

2.8 

2.8 

6.4 

9.5 

0 20 40 60

顧問の税理士・会計士

商工会議所

金融機関

業界団体、組合

相談先がわからいない

県や県の関係機関

市役所

上尾中小企業サポート…

国や国の関係機関

その他

無回答

(％)
取り組みたい事業

(n=1,076)

49.9 

23.0 

18.9 

13.7 

6.4 

2.3 

1.7 

0.8 

6.3 

0 20 40 60

知らない

利用しない、利用する予定はない

名前は聞いたことがある

今後利用してみたい、利用を検討したい

説明を聞いてみたい

利用したことがある

詳しく知っている

その他

無回答

(％)
上尾中小企業サポートセンターについて

(n=1,076)
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 各種補助金申請の補助事務」が50.2％と最も多く、「 各種事業者支援情報の周知」（43.6％）、

 売上向上に特化した支援」（26.1％）と続いている。 

○その他の回答 

経営に関する講習会、信頼できる専門家（税理士さん等）の紹介「・アドバイス、人材確保の

支援、助成金などの情報、事業者の声を吸い上げ行政に働きかけなど 

 

 

 

 

 興味・関心がない」が38.3％と最も多く、

 他に相談先がある」（22.2％）、 利用後の効果

が見込めない」（15.7％）と続いている。 

○その他の回答 

当方の事業との関りが無さそう、業種により

効果が見込めない、自身で解決する、廃業する

予定、対応が悪いなど 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 39 問 38 で上尾中小企業サポートセンターを「詳しく知っている」、「利用したこと

がある」、「説明を聞いてみたい」、「今後利用してみたい、利用を検討したい」と

回答された方にお尋ねします。今後、上尾中小企業サポートセンターに求める支

援は何ですか。（３つまで○） 

問 40 問 38 で上尾中小企業サポートセンターを「利用しない、利用する予定はない」

と回答された方にお尋ねします。その理由は何ですか。（１つに○） 

50.2 

43.6 

26.1 

12.4 

5.0 

19.1 

0 20 40 60

各種補助金申請の補助事務

各種事業者支援情報の周知

売上向上に特化した支援

伴走型支援

その他

無回答

(％)
上尾中小企業サポートセンターに求める支援

(n=241)

他に相談先

がある

22.2%

具体的な支援

メニューがわ

からない

12.1%

相談する時間が

ない, 3.2%

利用後の効果が見込

めない, 15.7%

興味・関心

がない

38.3%

その他

6.0%

無回答

2.4%

「利用しない、予定はない」理由

(n=248)
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Ｌ．産業振興政策  

産業の立地・集積および観光による地域の基幹産業の活性化は、関連企業の成長を促し、「ま

ち」のイメージの形成に大きな影響を与えます。本市の長期的な産業振興の展望についてお

尋ねします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 商業施設」が25.7％と最も多く、 医療機関」（21.9％）、 観光施設」（17.0％）と続いて

いる。 

○その他の回答 

教育関連、文化施設、公共施設、公園、商店街の復興、道路の整備、上尾市には県立の施設が

沢山あるのに活用できていないなど 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 観光施設の誘致」が26.2％と最も多く、 工場見学や農業体験等の産業観光促進」（21.9％）、

 大規模イベントの定期開催」（20.4％）と続いている。 

○その他の回答 

道の駅や複合施設、宿泊施設、若者スポーツ施設市民参加主催の音楽フェス、期間産業の街化、

観光は必要ない・向いていない、やるべき施策は観光ではないなど、 

問 41 企業立地・集積を進めるべきと考える業種についてお尋ねします。（３つまで○） 

問 42 本市の観光振興について求めることは何ですか。（３つまで○） 

25.7 

21.9 

17.0 

15.4 

13.8 

11.9 

11.0 

9.7 

8.5 

4.2 

27.5 

0 10 20 30

商業施設

医療機関

観光施設

工業団地

アミューズメント施設

スポーツ科学関連施設

物流店舗

農業関連施設

IT関連企業

その他

無回答

(％)
取り組みたい事業

(n=1,076)

26.2 

21.9 

20.4 

20.2 

16.3 

8.0 

5.5 

28.3 

0 10 20 30

観光施設の誘致

工場見学や農業体験等の産業観光促進

大規模イベントの定期開催

観光施設の情報発信の強化

史跡や歴史スポットのPR

インバウンド施策の推進

その他

無回答

(％)
事業承継の状況

(n=1,076)


